
JP 6179915 B2 2017.8.16

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　二酸化炭素の濃度差によって吸脱着が可能な二酸化炭素吸着剤を用いた二酸化炭素の回
収・貯留手段と、
　該二酸化炭素の回収・貯留手段に、燃焼排ガスを送ることにより該燃焼排ガス中の二酸
化炭素を吸着させる手段と、
　前記の二酸化炭素を吸着した二酸化炭素の回収・貯留手段に、外気を送ることにより、
吸着した二酸化炭素を脱着させ、該脱着した二酸化炭素を含む外気を園芸用施設内に放出
させる手段と、
を備えることを特徴とする園芸用施設への二酸化炭素供給装置。
【請求項２】
　前記の二酸化炭素を吸着させる手段に送り込む燃焼排ガスを除湿する手段、及び前記の
吸着した二酸化炭素を脱着させる手段に送り込む外気を除湿する手段を備えていることを
特徴とする請求項１に記載の園芸用施設への二酸化炭素供給装置。
【請求項３】
　前記燃焼排ガス中の硫黄酸化物を植物の成長に影響を及ぼさない濃度以下にする手段及
び前記燃焼排ガス中の窒素酸化物を植物の成長に影響を及ぼさない濃度以下にする手段を
備え、これらの手段により処理された燃焼排ガスを、前記二酸化炭素の回収・貯留手段に
送ることを特徴とする請求項１又は２に記載の園芸用施設への二酸化炭素供給装置。
【請求項４】
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　園芸用施設内に二酸化炭素モニターを設け、園芸用施設内の二酸化炭素濃度が設定下限
値を下回った場合に、前記外気を前記の二酸化炭素の回収・貯留手段に送り込み、園芸用
施設内の二酸化炭素濃度が設定上限値を上回った場合に、前記外気を前記の二酸化炭素の
回収・貯留手段に送り込むことを停止することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項
に記載の園芸用施設への二酸化炭素供給装置。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、施設園芸用の温室に燃焼排ガスから回収した二酸化炭素を利用することによ
り、園芸作物の収率および品質の向上を可能とする、園芸用施設への二酸化炭素供給装置
に関するものである。
 
【背景技術】
【０００２】
　イチゴやバラなどの園芸作物においては、温度管理などの観点から一般に温室等の施設
内で栽培されている。また、冬季の栽培においては、夜間温室内の温度が作物の生育に影
響を与える温度以下とならないように、加温機を用いて温室内を暖めている。この加温機
は、重油や灯油などを燃焼させることにより得られた熱を、温風として送るシステムとな
っている。
【０００３】
　また、昼間には、園芸作物の収率および品質の向上のため、作物の成長に必要な二酸化
炭素を施用する技術が開発されており（特許文献１）、温室内の二酸化炭素濃度を高める
ための二酸化炭素施用装置が普及している。この場合の二酸化炭素施用装置も、前記加温
機の場合と同様に重油や灯油を燃焼させ、燃焼ガス中の二酸化炭素を温室内に供給し、光
合成を促進している（特許文献２、３）。
【０００４】
　上記のように、冬季の園芸作物の栽培においては、昼間は光合成促進用に夜間は加温用
にボイラーにて重油や灯油を燃焼させている。昼間も夜間もボイラーにて燃焼させている
が、昼間に必要なのは二酸化炭素であり熱は必要なく、夜間に必要なのは熱であり二酸化
炭素は必要ない。それゆえ、夜間に温室を暖める目的で燃焼させた排ガスから二酸化炭素
を回収・貯留しておき、それを昼間に温室へ供給することができれば、昼間ボイラーにて
燃焼させる必要はなくなり、省エネルギーの促進・地球温暖化抑制という大きな効果が得
られる。そのような背景から、夜間加温のために燃焼させた排ガスから二酸化炭素を回収
し、回収した二酸化炭素を昼間に施用する技術が開発されている（特許文献４）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平７－１８４４７８号公報
【特許文献２】特開２００９－１５３４５９号公報
【特許文献３】特開２００９－２１３４１４号公報
【特許文献４】特開２００６－３４０６８３号公報
【特許文献５】特開２０１２－１６３２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら上記特許文献４に記載の方法における燃焼ガスからの二酸化炭素回収にお
いては、二酸化炭素吸着剤としてリチウム複合酸化物（Ｌｉ４ＳｉＯ４）を用いており、
吸着した二酸化炭素を放出するにあたっては６５０℃以上に加熱しなければならず、かな
りの電力を必要とするという問題点があった。
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【０００７】
　二酸化炭素の吸着剤には、上記の方法のように熱をかけることによって吸着した二酸化
炭素を放出させる化学吸収法以外に、圧力を低減させることによって二酸化炭素を放出さ
せる物理吸着法（圧力スイング法）、二酸化炭素を選択的に分離させる膜分離法の３種類
が重要な技術として挙げられる。
　この中で、膜分離法は、エネルギー的に最も小さいとされるが、少量の分離精製には対
応可能であるものの燃焼排ガスを効率的に分離するだけの大きさの膜の開発には至ってい
ない。
【０００８】
　本発明者は、このような事情に鑑み、燃焼排ガス中の二酸化炭素を回収するにあたって
、熱源を必要としない圧力スイング（PSA）法を用いて、燃焼ガスから二酸化炭素を回収
・濃縮し、濃縮した二酸化炭素を貯留させ、温室内の二酸化炭素濃度が低下した際に迅速
に貯留した二酸化炭素を放出することにより、昼間においてはほとんど電力を使用せずに
二酸化炭素を供給することのできる、施設園芸用の二酸化炭素供給施用装置を提案してい
る（上記特許文献５参照）。
【０００９】
　図２は、上記特許文献５で提案している装置の概念図である。
　図中、１１は灯油燃焼式加温機、１２は熱交換器および硫黄酸化物除去装置、１３は強
制排気用送風ファン、１４は窒素酸化物除去装置、１５は二酸化炭素回収・濃縮装置、１
６は圧縮用コンプレッサー、１７は貯留タンク、１８は放出用コントロールバルブ、１９
は二酸化炭素モニター、２０は窒素成分再利用システム、をそれぞれ示しており、該図に
示すとおり、１５の二酸化炭素濃縮・回収装置で、吸着させた二酸化炭素を真空ポンプに
て脱着させ、濃縮・回収した二酸化炭素を、次に１６の圧縮用コンプレッサーにて加圧さ
せ、１７の貯留タンクに送り込むというシステムである。
【００１０】
　このように、該圧力スイング(PSA)法を用いた場合には、二酸化炭素回収・濃縮にて真
空引きにより二酸化炭素を濃縮し、さらに二酸化炭素圧縮・貯留工程にて加圧することに
より二酸化炭素を貯留するため、真空ポンプ、コンプレッサーが必要であり、さらに加温
機が断続的な運転を行う場合、１５と１６の間にガスバックを設置することが必要となり
、排ガスの発生が連続的でない条件下では圧力スイング法には適さないという問題点があ
った。
　さらに圧力スイング法では、二酸化炭素濃度が１０vol％程度のガスを大気圧下にて吸
着させ、それを０．１０気圧程度まで真空引きすることにより脱着させても、吸着量の半
分程度しか回収できないという回収量においての問題があった。
【００１１】
　本発明は、以上のような事情に鑑みてなされたものであって、燃焼排ガス中の二酸化炭
素を回収するにあたって、熱源を必要としないばかりでなく、物理吸着法において一般的
に用いられる圧力を変動させることなく、燃焼ガスから二酸化炭素を回収・貯留し、温室
内の二酸化炭素濃度が低下した際に貯留した二酸化炭素を放出することにより、二酸化炭
素を供給することのできる、施設園芸用の二酸化炭素供給施用装置を提供することを目的
とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者等は、上記目的を達成すべく、燃焼排ガスと外気の二酸化炭素濃度の差を利用
した物理吸着法により、圧力を変動させることなく、燃焼排ガス中の二酸化炭素を回収・
貯留し、温室内の二酸化炭素濃度が低下した際に貯留した二酸化炭素を放出するシステム
を用いることを検討した。そして、さらに鋭意検討を重ねた結果、夜間は高活性炭素繊維
による触媒機能等を用いて硫黄酸化物および窒素酸化物を取り除くとともに排ガスからの
水分も取り除いた後、物理吸着法により燃焼排ガスから二酸化炭素の回収・貯留を行い、
昼間は温室内の二酸化炭素濃度が規定値より下回った際に、センサーからの信号により外
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気を導入し、除湿を施した後二酸化炭素を回収・貯留しているタンクから二酸化炭素を含
む空気を供給することができることを見いだし、夜間回収した二酸化炭素を翌朝以降に供
給することのできる本発明を完成するに至った。
　
【００１３】
　すなわち、上記課題を解決するための本発明は、以下のとおりである。
〔１〕二酸化炭素の濃度差によって吸脱着が可能な二酸化炭素吸着剤を用いた二酸化炭素
の回収・貯留手段と、
　前記二酸化炭素の回収・貯留手段に、燃焼排ガスを送ることにより該燃焼排ガス中の二
酸化炭素を吸着させる手段と、
　前記の二酸化炭素を吸着した二酸化炭素の回収・貯留手段に、外気を送ることにより、
吸着した二酸化炭素を脱着させ、該脱着した二酸化炭素を含む外気を園芸用施設内に放出
させる手段と、
を備えることを特徴とする園芸用施設への二酸化炭素供給装置。
〔２〕前記の二酸化炭素を吸着させる手段に送り込む燃焼排ガスを除湿する手段、及び前
記の二酸化炭素の回収・貯留手段に送り込む大気を除湿する手段を備えていることを特徴
とする〔１〕に記載の園芸用施設への二酸化炭素供給装置。
〔３〕前記燃焼排ガス中の硫黄酸化物を植物の成長に影響を及ぼさない濃度以下にする手
段及び前記燃焼排ガス中の窒素酸化物を植物の成長に影響を及ぼさない濃度以下にする手
段を備え、これらの手段により処理された燃焼排ガスを、前記二酸化炭素の回収・貯留手
段に送ることを特徴とする〔１〕又は〔２〕に記載の園芸用施設への二酸化炭素供給装置
。
〔４〕園芸用施設内に二酸化炭素モニターを設け、園芸用施設内の二酸化炭素濃度が設定
下限値を下回った場合に、前記大気を、前記二酸化炭素の回収・貯留手段に送り込み、園
芸用施設内の二酸化炭素濃度が設定上限値を上回った場合に、前記外気を前記の二酸化炭
素の回収・貯留手段に送り込むことを停止することを特徴とする〔１〕～〔３〕のいずれ
かに記載の園芸用施設への二酸化炭素供給装置。
　
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の園芸用施設への二酸化炭素供給装置によれば、夜間はボイラーから発生した排
ガスから二酸化炭素の回収・貯留を行い、翌朝以降温室内の二酸化炭素濃度が規定値より
下回った際に、センサーからの信号により二酸化炭素を貯留しているタンクに除湿した外
気が導入されることで二酸化炭素を供給することができるため、従来のように物理吸着法
を用いた二酸化炭素施用装置のように真空ポンプやコンプレッサーなどを用いずに、二酸
化炭素の温室内への供給を容易に行えるという利点を有するものである。
 
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の園芸用施設への二酸化炭素供給装置の概念図
【図２】比較例の園芸用施設への二酸化炭素供給装置の概念図
【図３】合成ゼオライトを用いた際の二酸化炭素吸着・放出挙動を示す図
【図４】天然ゼオライトを用いた際の二酸化炭素吸着・放出挙動を示す図
【図５】活性炭を用いた際の二酸化炭素吸着・放出挙動を示す図
【図６】活性炭を用いた際の混合ガスに含まれる水蒸気吸着・放出挙動を示す図
【図７】デシカント除湿機入口における温度・相対湿度・露点温度を示す図
【図８】デシカント除湿機出口における温度・相対湿度・露点温度を示す図
【図９】デシカント除湿機入口および出口の露点温度を示す図
【図１０】二酸化炭素貯留タンクを通過した後の二酸化炭素濃度を示す図
【図１１】ビニールハウス内の二酸化炭素濃度を示す図
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【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明について更に詳細に説明する。
　本発明の装置は、燃焼排ガスと大気の二酸化炭素濃度の差を利用した物理吸着法により
、圧力を変動させることなく、燃焼排ガス中の二酸化炭素を回収・貯留し、温室内の二酸
化炭素濃度が低下した際に貯留した二酸化炭素を放出することを特徴とするものである。
　そして、燃焼排ガスと大気の二酸化炭素濃度の差を利用した物理吸着法により燃焼排ガ
ス中の二酸化炭素を回収するにあたっては、燃焼排ガス中から、植物の成長に影響を及ぼ
す窒素酸化物や硫黄酸化物を除去した後、二酸化炭素の吸着性能に影響を与えないように
、除湿することを必要とするものである。
　本発明では、上記のとおり除湿手段を導入するものの、真空ポンプやコンプレッサーを
用いないばかりでなく、真空および加圧の操作がないため、電力使用量を低減させること
ができるシステムである。
【００１７】
　図１は、本発明の園芸用施設への二酸化炭素供給装置の一例を示す概念図であって、図
中、１は燃焼式加温機、２は熱交換器および硫黄酸化物除去装置、３は低濃度硫黄酸化物
除去装置、４は除湿装置、５は窒素酸化物除去装置、６は強制排気用送風ファン、７は低
露点空気用除湿装置、８は二酸化炭素貯留タンク、９は装置起動コントロール装置、１０
は二酸化炭素モニター、をそれぞれ示している。
　以下、該図を用いて、本発明の硫黄酸化物および窒素酸化物除去手段、二酸化炭素回収
・貯留手段、二酸化炭素放出手段について、順に説明する。
【００１８】
　（硫黄酸化物および窒素酸化物除去手段）
　植物の生育にあたっては、硫黄酸化物や窒素酸化物が悪影響を及ぼすため、それらを取
り除くことが必要である。
　図１に図示する装置においては、燃焼式加温機１から排出される燃焼ガスを、強制排気
用送風ファン６により、熱交換器および硫黄酸化物除去装置２へ導入させる。強制用送風
ファン６あるいは除湿装置4にてデシカント除湿装置を用いた場合には除湿装置４も含め
、燃焼式加温機が起動した際に信号を送ることにより、強制用送風ファン６および除湿装
置4を装置起動コントロール装置９によって稼動させる。
　熱交換器および硫黄酸化物除去装置は、上下方向に配管を巡らすことにより、燃焼式加
温機から排出される燃焼ガス温度を下げるとともに、配管の下部に水溜め用トラップを設
けることで、ガス温度が下がるとともに生じる結露水に取り込まれた硫黄酸化物を硫酸の
形として取り除くことができる。
　さらに硫黄酸化物除去装置２を経た後のガスにおいて、低濃度硫黄酸化物除去装置３に
より硫黄酸化物を取り除く。硫黄酸化物除去の一例として、高活性炭素繊維を用いること
ができる。
　上記の操作を経た後に、窒素酸化物除去装置５へと導入する。窒素酸化物除去の一例と
して、高活性炭素繊維を用いることができ、この高活性炭素繊維はＮＯやＮＯ２をＮＯ３
－の形態へと触媒作用により変えることにより窒素酸化物を除去することができる。さら
に窒素酸化物除去装置５においては、定期的な洗浄が必要となるが、洗浄方法は水洗いに
よるものである。それゆえ、洗浄後の水にはＮＯ３

－が溶解した状態になっている。この
ＮＯ３

－が溶解した状態にある硝酸水溶液は、植物にとって必須な成分である窒素を含ん
でいるため、再度温室に肥料として戻す窒素成分再利用システムとして用いることが可能
である。
【００１９】
　（除湿手段）
　二酸化炭素貯留タンク８において、二酸化炭素を回収・貯留するにあたっては、水蒸気
の存在が二酸化炭素の回収量に影響を与えるため、可能な限り水蒸気を取り除くことが望
ましい。それゆえ、二酸化炭素貯留タンク８に送り込まれる前に十分な除湿を行うことが
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望ましい。
　除湿の方法としてはデシカントローターを用いる方法、除湿塔に除湿剤を詰めその中に
排ガスを流し水蒸気を除去する方法、深冷分離による方法等が挙げられる。－６０℃程度
の低露点空気を二酸化炭素貯留タンク８に送風する一例として、除湿装置４にてデシカン
ト空調等によりある程度の除湿を行った後、低露点空気用除湿装置７において例えばゼオ
ライト等の除湿剤を除湿塔に詰めてガスを通すことにより得ることができる。
　また前段記載の窒素酸化物除去における除去剤の性質によっては、相対湿度が低い方が
より効果を発揮する場合があるため、除湿装置４および窒素酸化物除去装置５、さらには
低露点空気用除湿装置７についての順序は、各吸着剤の組み合わせによって順序が異なる
ことが生じる。
【００２０】
　（二酸化炭素回収・濃縮手段）
　窒素酸化物除去装置５および低露点空気用除湿装置７による処理後、排ガスは二酸化炭
素貯留タンク８へと送られるが、このときの排ガス中の主な成分は、窒素と二酸化炭素で
ある。
　二酸化炭素貯留タンク８にて用いられる二酸化炭素回収・貯留用吸着剤の一例としては
、合成ゼオライト、天然ゼオライト、活性炭などが挙げられる。中でも、貯留タンク８に
て用いられる吸着剤は、大気圧条件下にて二酸化炭素濃度が０．０３vol%と１０vol％の
吸着量の差が大きいほど性能が高く、タンクのコンパクト化が可能となる。そのような観
点からゼオライトであることが望ましいが、排ガス(二酸化炭素の濃度１０vol%程度)条件
での二酸化炭素の吸着量が多く、大気(二酸化炭素の濃度０．０３vol%程度)にて二酸化炭
素を放出することができる吸着剤であれば何ら問題はない。
【００２１】
　（二酸化炭素放出手段）
　二酸化炭素の放出は、温室内に設置された二酸化炭素モニター１０と装置起動コントロ
ール装置９を接続することにより稼動させる。温室内に設置された二酸化炭素モニター１
０にて、二酸化炭素濃度が設定下限値を下回った場合に、装置起動コントロール装置９が
起動し、外気を排ガスの煙突から取り込み、除湿装置４および低露点空気用除湿装置７を
経た後、二酸化炭素貯留タンク８に導入されることにより、二酸化炭素が放出される。温
室内に設置された二酸化炭素モニター１０にて、二酸化炭素濃度が設定上限値を上回った
場合に、装置駆動コントロール装置９により排風を停止させる。
【００２２】
　［各種吸着剤における二酸化炭素吸着・放出性能］
　以下、各種吸着剤における二酸化炭素吸着・放出性能について、記述する。
　各種吸着剤を用い、二酸化炭素吸着評価装置により、吸着・放出試験を行った。二酸化
炭素吸着評価装置では、吸着塔に吸着剤を詰め、吸着評価では、窒素ガス９０vol%、二酸
化炭素ガス１０vol%の混合ガスに露点温度が－１０℃となるように水蒸気を加えたガスを
送り込み、吸着塔の出口側の二酸化炭素濃度をモニターし、出口側の二酸化炭素濃度が10
vol%となったところで吸着を終了させた。また放出評価では、窒素ガス１００vol%の混合
ガスに露点温度が－１０℃となるように水蒸気を加えたガスを送り込み、吸着塔の出口側
の二酸化炭素濃度をモニターし、出口側の二酸化炭素濃度が０．２vol%となったところで
放出を終了させた。また吸着塔の前後にて、相対湿度の測定も合わせて行った。
【００２３】
　合成ゼオライトを用いた二酸化炭素吸着・放出結果を図３に示す。
　図３に示すとおり、吸着過程においては、時間０秒のときには、出口側の二酸化炭素濃
度は０vol%であるが、時間が経つにつれ出口側の二酸化炭素濃度は上昇し、時間４１００
秒にて飽和に達している。放出過程においては、時間４２６０秒にて出口側で二酸化炭素
濃度８．６vol%が観測され、時間が経過するとともに二酸化炭素濃度は減少し、時間９９
００秒にて出口側の二酸化炭素濃度が０．２vol%となり、吸着された二酸化炭素のほとん
どが放出されたことがわかる。
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　また二酸化炭素吸着時および脱着時における吸着塔の入口と出口の相対湿度を測定した
ところ、吸着時および脱着時のいずれも入口は温度２７．０℃、相対湿度７．２％RHであ
ったのに対し、出口は温度２６．７℃、相対湿度０．０％RHであった。
【００２４】
　天然ゼオライトを用いた二酸化炭素吸着・放出結果を図４に示す。
　図４に示すとり、吸着過程においては、時間０秒のときには、出口側の二酸化炭素濃度
は０vol%であるが、時間が経つにつれ出口側の二酸化炭素濃度は上昇し、時間８５０秒に
て飽和に達している。放出過程においては、時間９００秒にて出口側で二酸化炭素濃度７
．２vol%が観測され、時間が経過するとともに二酸化炭素濃度は減少し、時間２０００秒
にて出口側の二酸化炭素濃度が０．２vol%となり、吸着された二酸化炭素のほとんどが放
出されたことがわかる。
　また二酸化炭素吸着時および脱着時における吸着塔の入口と出口の相対湿度を測定した
ところ、吸着時および脱着時のいずれも入口は温度２７．４℃、相対湿度７．１％RHであ
ったのに対し、出口は温度２６．９℃、相対湿度０．０％RHであった。
【００２５】
　活性炭を用いた二酸化炭素吸着・放出結果を図５に示す。
　図５に示すとおり、吸着過程においては、時間０秒のときには、出口側の二酸化炭素濃
度は０．２vol%であるが、時間が経つにつれ出口側の二酸化炭素濃度は上昇し、時間３３
０秒にて飽和に達している。放出過程においては、時間４１０秒にて出口側で二酸化炭素
濃度１０．０vol%が観測され、時間が経過するとともに二酸化炭素濃度は減少し、時間１
４４０秒にて出口側の二酸化炭素濃度が０．２vol%となり、吸着された二酸化炭素のほと
んどが放出されたことがわかる。
　また二酸化炭素吸着時および脱着時における吸着塔の入口と出口の相対湿度を測定した
ところ、図６に示すとおり、吸着時の入口の相対湿度は５．０～５．３％RHであったが、
出口の相対湿度は、０～１５０秒においては入口側の相対湿度より低いが、１５０～３３
０秒においては入口側の相対湿度よりも高く、３３０秒においては１０．０％RH に達し
ていた。また脱着時の入口の相対湿度は４．６～４．８％RHであったが、出口の相対湿度
は、３３０～７１０秒においては入口側の相対湿度より高いが、７１０～１２４０秒にお
いては入口側の相対湿度よりも低く、１１００秒においては４．１％RHに達していた。こ
のように活性炭においては、二酸化炭素吸着時には吸着されていた水分が放出され、二酸
化炭素脱着時には水蒸気を吸着することから、露点温度－１０℃程度の空気では、活性炭
の二酸化炭素吸着において水蒸気の影響はなく、図１における低露点空気用除湿装置を設
置しなくてもよいという結果が得られた。
【実施例】
【００２６】
　（除湿）
　図１における除湿装置４としてデシカント除湿機、低露点空気用除湿装置７として合成
ゼオライト１２０ｋｇをドラム缶に入れたものを用いた。
　図７にデシカント除湿機入口における温度・相対湿度・露点温度を、図８にデシカント
除湿機出口における温度・相対湿度・露点温度を、図９にデシカント除湿機入口および出
口の露点温度を比較した結果を示した。
　図７に示すように、夜間の１９：００から翌朝７：００における燃焼式加温機から排出
される燃焼排ガスを取り入れているが、熱交換器により十分外気によって冷やされている
ことから、デシカント除湿機入口での温度は５～８℃、相対湿度は５８～７２％RHと、露
点温度において－３～２℃と低い露点温度の空気が安定した状態で供給されている。また
翌朝７：００から夕方にかけては、外気を取り入れているが、昼から晴れて温度が２５～
３０℃程度まで上昇しても相対湿度が低いため、露点温度は－６～１℃であった。
　そして図８に示すように、デシカント除湿機を通過した後の出口の温湿度は、出口温度
１０～３０℃、相対湿度４～６％RHと、露点温度にして－２８～－１３℃と相当な乾燥空
気が得られていた。
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　図９にデシカント除湿機の入口・出口における空気の露点温度を示すが、入口温度が１
０℃以下では、露点温度として２５℃下げることが可能で、また入口温度が２０℃以上で
あっても、露点温度を１０℃下げることが可能である。以上のようにデシカント除湿機が
効率的に機能していることが示された。
　次に除湿装置（デシカント除湿機）４を通り、低露点空気用除湿装置を通った後の温湿
度を計測した。その結果温度は１０～３０℃において、常に相対湿度０．０％RHを示して
おり、二酸化炭素貯留タンク８に全く影響を与えない乾燥空気を送ることができることを
確認した。
【００２７】
　（二酸化炭素貯留および放出）
　図1における二酸化炭素貯留タンク８として合成ゼオライト１１０ｋｇをドラム缶に入
れたものを用いた。
　図１０に二酸化炭素貯留タンクを通過した後の二酸化炭素濃度を示す。夜間の１９：０
０から翌朝７：００における燃焼式加温機から排出される燃焼排ガスを取り入れている貯
留時には、二酸化炭素濃度が１．５％から徐々に上昇し最終的に３．３％まで上昇してい
る。また翌朝７：００以降の放出時には３．５％からスタートし徐々に濃度は減少するが
夕方でも１．５％程度の濃度で放出されることが確認された。
　次にビニールハウス内の二酸化炭素濃度を図１１に示す。図１１に示すように二酸化炭
素を放出することにより、ビニールハウス内の二酸化炭素濃度は７００～９５０ｐｐｍに
制御できており、効果的な二酸化炭素の施用が行えていることを確認した。
【００２８】
　（二酸化炭素回収効率）
　下記の表１に、図１２に２月下旬～４月下旬における日平均夜間暖房稼働時間・日平均
夜間二酸化炭素発生量・日平均二酸化炭素施用量・回収効率を示す。回収効率は１４～３
３％とビニールハウス施用に必要な二酸化炭素の回収が十分に行われていることが確認さ
れた。
【００２９】
【表１】

【符号の説明】
【００３０】
　１：燃焼式加温機
　２：熱交換器および硫黄酸化物除去装置
　３：低濃度硫黄酸化物除去装置
　４：除湿装置
　５：窒素酸化物除去装置
　６：強制排気用送風ファン
　７：低露点空気用除湿装置
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　８：二酸化炭素貯留タンク
　９：装置起動コントロール装置
　１０：二酸化炭素モニター
　１１：灯油燃焼式加温機
　１２：熱交換器および硫黄酸化物除去装置
　１３：強制排気用送風ファン
　１４：窒素酸化物除去装置
　１５：二酸化炭素回収・濃縮装置
　１６：圧縮用コンプレッサー
　１７：貯留タンク
　１８：放出用コントロールバルブ
　１９：二酸化炭素モニター
　２０：窒素成分再利用システム

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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